
４ 令和７（2025）年度 県民協働推進課（協働・多文化共生室）で実施する主な事業 

 

○基本的な考え方 

 市町をはじめとする関係機関と連携しながら、とちぎ国際戦略に掲げる４つの基本戦略のうち

の１つである「多文化共生の推進」に取り組む。 

 

ア 「とちぎ外国人相談サポートセンター」の運営【参照：P.64】 

外国人が、生活に関わる様々な事柄について疑問や悩みを抱いた場合に、適切な情報や相談場所

に迅速に到達することができるよう、多言語（11言語＋やさしい日本語）により相談対応や情報提

供を実施する。 

 

イ 多文化共生に係る地域力向上の推進 

 (ｱ) 「多文化共生」実務者対応力向上事業 

市町や市町国際交流団体等において多文化共生地域づくりに携わる職員や、企業で外国人と接

する職員等を対象とした研修を実施する。 

 

(ｲ) とちぎ多文化共生フォーラムの開催 

異文化理解や多文化共生の重要性を啓発し、地域国際交流の契機とすることを目的に、とちぎ

多文化共生フォーラムを開催する。 

 

(ｳ) 外国人キーパーソン発掘・育成事業 

外国人キーパーソン（※）の確保・育成を通じて、平時・災害時において、外国人住民に対し情

報を多言語で効果的に提供する体制を確保（外国人キーパーソンを対象とした研修・意見交換等

を実施）する。 

※災害時等に(公財)栃木県国際交流協会が提供する情報をＳＮＳ等で外国人住民に伝えられる

 人 

 

  (ｴ) 外国人との共生社会づくりに向けた地域課題解決等支援事業 

日本人と外国人が共生する上での地域コミュニティにおける諸課題等を把握するための調査を

実施する。 

 

 ウ 地域日本語教育の体制づくり ※「栃木県における地域日本語教育の推進に関する基本的な方針

（令和４（2022）年３月策定）」に基づき実施【参照：P.66】 

  (ｱ) 地域日本語教育連携調整会議の開催 

    本県の外国人住民等に対する日本語教育の体制整備を図るため、施策の方向性や効果的な事業

の実施に向けた指導・助言を得ることを目的に、総合調整会議を開催する。 

 

(ｲ) 日本語学習支援者を対象とした研修事業 

地域の日本語教室や企業等において日本語学習を支援したいと思っている方や既に日本語学習

支援者として活動している方等を対象とした研修を実施する。 

  

(ｳ) 日本語教育コーディネーター配置事業 

地域日本語教育関係者等と情報交換しつつ、本県における地域日本語教育の体制整備のための

事業の総括等を行う日本語教育コーディネーターを配置する。 
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  (ｴ) 「やさしい日本語」研修事業 

 外国人を雇用している企業等を対象とした「やさしい日本語」研修を実施する。 

 

  (ｵ) 地域日本語教育体制づくり市町等助成事業 

外国人が生活等に必要な日本語能力を身に付けられるよう、地域において日本語教育を行う市

町等の活動を支援（必要経費の助成）を実施する。 

 

(ｶ) 「日本語教育の参照枠」理解促進研修事業 

県内の日本語教育機関・地域日本語教室の日本語教師等や企業等を対象に「日本語教育の参照

枠」についての研修を実施する。 

 

 エ その他 

  (ｱ) (公財)栃木県国際交流協会が実施する在県外国人支援や国際交流・国際協力事業等に対する

助成 

 

  (ｲ) ウクライナ避難民生活支援事業 

 ウクライナ避難民に対し、県内で生活するに当たって必要な支援を実施する。 
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